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１ 災害が起きると・・
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⾃助

(70%)

共助 (20%)

公助 (10%)

⾃らの努⼒：⾃助
地域の相互⽀援：共助
⾏政からの⽀援：公助

防災対策における「三助」



堺市「内陸型地震」のリスクが⾼い

上町断層を震源とする地震
死者：2,798名、負傷者：10,990名



南海トラフを震源とする地震も
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1946年南海地震でも津波は堺まで到達
している。



阪神・淡路⼤震災による犠牲者内訳

出所：兵庫県「阪神淡路大震災の死者に関わる調査について」2005年より作成
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⽣き埋めや閉じ込められた際の救助⽅法

日本火災学会「1995年兵庫県南部地震における火災に関する調査報告書」1996年より作成
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阪神・淡路⼤震災
避難所対応をめぐる課題

（出所）兵庫県のデータより作成
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避難所の状況

神⼾市東灘区福池⼩学校 約2000名が避難。児
童３名、保護者１名、教師１名死亡。負傷者・
遺体が次々に運びこまれた。ご遺体１９体を理
科室・普通教室に安置した。

『震災後の３日間』神戸市立福池小学校 上田美佐子教頭
神戸市『阪神・淡路大震災－神戸市の記録１９９５年－』平成８年より
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災害と⼈間の安全保障をめぐる課題

直接死 災害関連死

5,483名（86％） 919名（14％）

16名（24％） 52名（76％）

19,418名（85％） 3,647名（15％）

50名（20％） 202名（80％）

災害関連死
災害に起因する負傷の悪化などに
より亡くなられた方
＊災害弔慰金の支給対象

100% 100%
0%

災害復旧・復興過程で
命を守る対策の脆弱性



東⽇本⼤震災における災害関連死（原因区分別）
0 100 200 300 400 500 600 700

病院の機能停止による初期治療の遅れ

病院の機能停止による既往症の悪化

交通事情による初期治療の遅れ

避難所への移動中の肉体・精神的疲労

避難所における生活の肉体・精神的疲労

地震・津波のストレスによる肉体・精神的負担

原発事故のストレスによる肉体・精神的負担

救助・救護活動の激務

復興庁「東日本大震災における震災関連死に関する報告」 平成２４年８月２１日付より作成

（名）

避難所での環境を良くする：命を守る



⼤地震に備えてとっている対策
内閣府「防災に関する世論調査」（平成２６年２月）n＝3,110人

• 家具固定：40%
• 耐震性のある家：20%
• 防災訓練への参加：10％

• やろうと思っているが・・：32%
• 面倒だから：26%



市⺠の災害対応をめぐる課題

• 市⺠の防災意識が低い
–防災に関⼼がない・やる気がない
–やろうと思っているが、後延ばしにしている

• 防災⾏事への参画が低い
–防災⾏事に参加するのは⼀定の⼈だけ
–⾃主防災組織：あて職・1年交代

• 男⼥分業が進んでいる
–町内会・消防団/婦⼈防⽕クラブ・⾚⼗字⼥性
奉仕団
男性：避難所運営/⼥性：炊き出し・掃除
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防災基本計画

災害対策基本法

県地域防災計画

市町村地域防災計画

サービスを提供する人

⾏政：⽀援者、地域の⼈：受援者？

サービスを受ける人



２ 災害に強い地域とは？
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2014年⻑野県北部地震
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長野県神城断層地震
２０１４年１１月２２日２２：３７
マグニチュード6.7 最大震度6弱
長野県白馬村人口9200人 全壊42棟



H地区の災害対応
• H地区（８６世帯２３０⼈、全壊３３棟）
• 組⻑（⾏政区⻑）－伍⻑（10世帯）ー補佐（２名）
• 災害が発⽣すると、伍⻑が地域の安否を確認して組
⻑に伝える。地震時にも伍⻑が組⻑に連絡。伍⻑か
らの連絡を受けた地元建設業組合が、重機を使い⽡
礫をどけ、消防団・住⺠が連携して被災者を救出。

• ⾏政区を単位とした活動（区費、共同作業、ゴミ、
お祭りなど）が活発な地域
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•平時から災害に備えた体制を作っていた。
•⾃主防災組織「災害時住⺠⽀えあいマップ」→有事の安否
確認⽅法を確認
•消防団 東⽇本⼤震災後に「震災時の活動マニュアル」



2015年関東・東北豪⾬災害
O市の事例
• ⾃主防災会⻑が、⾃ら判断して、⾏政の
避難勧告の前に、⾃主的に避難した。さ
らに、避難所の開設、隣接地区の避難所
利⽤に関する調整を⾃主防災会会⻑が⾏
った

• ⾃主防災会⻑が３度にわたり、⾃らハン
ドマイクで避難を呼びかけた。



なぜ効果的に機能したのか？
• 地区内の全ての世帯が、⾃主防災会のいずれかの
班に所属している(75歳以上の⾼齢者や、公的機
関の職員は除く)。

• 各班には、平時と災害時の任務分担を定め、集会
所に掲⽰している。

• 班編成は、住⺠の職業や特性を考慮して定めて
いる(例:看護師や看護学⽣は救出救護班に所属し
ている)

• 全世帯が⾃主防災会の役職についているので、⾃
主防災会の参集が安否確認を兼ねている。



2016年 熊本地震⻄原村

• 地区別に「班」を設置。区⻑が班⻑。班別に連絡調整会議
• 各班に「⾷糧」「救護」「物資」「情報」担当。当番を決
めて避難所を運営

• ⾜腰が悪い⾼齢者は⼊り⼝の近くで⽣活。皆で⽀援。
• 断⽔していた。皆で⽔を汲みトイレに利⽤。
• ⼩・中学⽣も避難所運営に参加。⾷事の準備・掃除など。



地域の資源を活かす

⾷糧も⾃分たちで持ちよって対応。⽞
⽶で保存していた家が多かったのが幸
いして、精⽶したてのおいしい⽶を⾷
べることができた。

避難所は地域の縮図。いろい
ろな職業の⼈がいる。それぞ
れの専⾨性をいかした助け合
いが⼤切。



女性用更衣室更衣室西原村・西原中学校避難所

⼥性消防団が活躍



災害に強い地域の特徴は何か？
地域解決型の災害対応体制ができている
–地域ぐるみでの問題解決を⽬指している
–さまざまなセクターの⼈（商店街・企業・学
校など）を巻き込んでいる。

–顔の⾒える関係が構築されている
–地域の資源をよく知っている（重機、井⼾、
看護師・介護⼠など）

–災害時に、⾃分がどのように⾏動するのかを
知っている

–⼀⼈⼀⼈が役割を持っている（やりたくない
⼈も参加している）



障害者の⼈的被害は深刻
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東日本大震災における人的被害の傾向

立木茂雄「災害時の高齢者や障害者などへの対応−阪神・淡路から東日本大震災までの対応の展開と今後の見通し−」（
公財）ひょうご震災記念２１世紀研究機構編『飛べフェニックスⅡ』p219より作成

岩手県・宮城県では、障害者手帳交付者の
死亡率が二倍以上であった



障害種別⼈的被害の内訳
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障害があると避難所での⽣活は⼤変

視覚障害があると・・

• 周囲の状況が全くわからない。体育館などでも通路がな
いと⼀⼈で移動できない。

• ⾷事の配給の列に並び、⾷事を受け取り、元の場所に戻
ることも難しい。配給を受け取り、⾃分のスペースに戻
る途中で⾷事を落としてしまうことも。

• トイレに⼀⼈で⾏くことが難しい。夜間に他の⼈に介助
をお願いするのは気がひける。また、仮設トイレの使い
⽅がわからない。



聴覚障害があると・・
• ⾷事や⽀援物資の配布、トイレの使⽤⽅法は、⼝頭で読
み上げることが多い。情報が全く貰えない。を取得する
ことは⾮常に困難であった。

• 安否確認が難しい。災害伝⾔ダイアルなど⾳声による問
い合わせができない。

• 避難所にテレビがあっても字幕ボタンを⼊れてくれない
とわからない。

知的障害があると・・
• 周囲の状況の変化がわからない。⾃分から必要な情報を
確認しに⾏くことが難しく、⾷事や⽀援物資を受け取る
ことが難しいことも。

• 不安と混乱から避難所で落ち着いて過ごせず、夜も眠れ
ず動きまわり周囲から苦情が出てしまう例も。



３災害に強い地域をつくる

28



防災計画は地域が作る

平成25年6⽉ 災害対策基本法改正
災害対策基本法（第四⼗⼆条の⼆）
地区居住者等は、共同して、市町村防災
会議に対し、市町村地域防災計画に地区
防災計画を定めることを提案することが
できる。この場合においては、当該提案
に係る地区防災計画の素案を添えなけれ
ばならない。

29

地域の「提案」を行政の「地域防災計画」に



防災計画の体系の⾒直し

30

防災基本計画

災害対策基本法

県地域防災計画

市町村地域防災計画

地区防災計画



地区防災計画策定のポイント

1. 地域が主体となって作成する
2. 地区の特性に応じた計画
3. 継続的に地域防災⼒を向上させる

実践的な計画にするためには、
策定のプロセスがとても大切



地域が主体となって作成する
• 対象とする「地区」の範囲は？
＊町内会・⾃主防災会・⼩学校・マンションなど

・町内会
・⾃主防災組織
・消防団

・地域婦⼈連合
・婦⼈防⽕クラブ
・⾚⼗字婦⼈奉仕団

・地域防災リーダー
・⼦ども会
・PTA

男女分業体制にならないように配慮する。

男性 女性



多様なセクターの参画は豊かな地域を作る

女性の参画によりわかったこと
・子供/家族の行動に詳しい。
・地域の資源に詳しい（店舗・施設・公園など）
・近隣の住民関係に詳しい。
・家庭防災・避難所対応に対する関心が高い

災害時の避難場所・避難ルートは
子供と大人では考え方が違う

多様なセクターとの
RCが、災害に強い
地域をつくる

女性は地域の情報に詳しい。また
子供の行動もよく知っている。



防災＠職場・⼦育て・介護

⼦育て防災ピクニック（北名古屋市）

⾼知市役所 ⼥性防災会



地域の役割を⾒直す

（個⼈）
• ⾃宅・周辺の安全性確認
• 避難場所・避難所の確認
• 家族との安否確認
• 住宅の耐震化・家具固定
• ⾮常⽤備蓄整備

（個⼈）
• 被害状況の確認
• ⽣活環境の整備
• 被害の記録
• ⽀援申請（義援⾦・⽣活再
建⽀援⾦）

（地域）
• 地域住⺠の情報把握
• 災害対応体制の検討
（避難所・在宅・物資）
• 避難誘導

（地域）
• 安否確認・被害状況把握
• 情報対応
• 物資対応
• 避難所運営

災害発⽣前 災害発⽣後



避難所外避難者の⽀援体制拡充

「愛知県避難所運営マニュアル」より



ポイント２：地域の特徴をよく知る
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• 住⺠通しは互いによく知っている←ただし交流の機会が多
いわけではない。

• ⼟砂災害・⽔害・孤⽴に対する危機意識が⾼い。
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地域の資源の洗い出し

• 地域の災害リスクに関する情報を集める
• 具体的な⽅法を考える：⽀援が必要だけれども得ら
れない⼈を誰が⾏う？



地域にあった対策を考える
• 災害発⽣時には孤⽴する可
能性がある。

• 災害時には、近隣世帯５世
帯を単位とした⼩グループ
を単位に安全を確認し、助
け合って避難する。

• ⼩グループで⾃宅近所のリ
スクを把握し、それを共有
する。

• 地域ごとに安全な場所を確
認する。

小グループでの防災対策 近隣住⺠ネットワークに
防災の機能を持たせる



地域にあったシステムを構築する

Σ（やる気×能力）+つながり力 • 地域の過去の災害を学ぶ。
• 地理的な特徴を確認する
• 先人たちの過去の取り組み
をフォローする。

• 失われつつあるものを再点
検、評価する

• 地域の特質・資源を確認す
る。

住民NPO

障害

行政

ボランティア

子ども

「人間（ヒト）」 「地域資源（モノ）」

システム

人間（ヒト）+地域資源（モノ）を活かしたシステムを構築する

消防団



継続させることが⼤切

防災・防犯担当 環境衛⽣担当

・町議員:組長のまとめ役
・総代等町三役ＯＢが多い

課題
・総代は１年で交代
・防災の専⾨知識がない

・総代の任期（一年）の見直し
・幹部（総代等町三役経験者）登録制度
・防災専門部会（防災リーダー）を新たに設置
・町議員以上の幹部の人材育成（防災リーダー研修を活用）

防災専⾨部会

・防災体制作り
・人材育成



地域にあったシステムを構築する

Σ（やる気×能力）+つながり力 • 地域の過去の災害を学ぶ。
• 地理的な特徴を確認する
• 先人たちの過去の取り組み
をフォローする。

• 失われつつあるものを再点
検、評価する

• 地域の特質・資源を確認す
る。

住民NPO

障害

行政

ボランティア

子ども

「人間（ヒト）」 「地域資源（モノ）」

システム

人間（ヒト）+地域資源（モノ）を活かしたシステムを構築する

消防団



南海トラフ巨⼤地震
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• 地震・津波・地盤沈下
により長期湛水。

• 大阪の避難者数は
150万人。兵庫県でも
32万人

• 圧倒的な食料・物資
不足が想定される。



助けられる人にならない。助ける人へ。

• 自分の命は自分で守る
• 助けられる人から助ける人へ
• 防災文化の継承


)

 ����

()  ����

	)� %���


